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の
義
務
だ
け
で
な
く
、事
案
に
関
連
す
る

可
能
性
の
あ
る
全
デ
ー
タ
を
消
去
・
変
更

せ
ず
に
保
全
す
る
義
務
も
課
さ
れ
ま
す
。

そ
の
た
め
、早
い
段
階
か
ら
、社
内
サ
ー

バ
ー
や
ア
ー
カ
イ
ブ
な
ど
を
管
理
す
る

Ｉ
Ｔ
部
門
と
の
連
携
が
重
要
に
な
り
ま

す
」（
中
島
氏
）。

　

Ｉ
Ｔ
部
門
と
協
働
す
る
う
え
で
、具
体

的
な
質
問
を
す
る
こ
と
が
肝
要
だ
と
中

島
氏
は
語
る
。

　
「
例
え
ば
、『
デ
ー
タ
消
去
の
仕
組
み

は
？
』と
い
っ
た
曖
昧
な
質
問
で
は
な

く
、『
退
職
者
の
メ
ー
ル
ア
カ
ウ
ン
ト
は

自
動
削
除
さ
れ
る
か
？
も
し
そ
う
な
ら
、

そ
の
時
期
と
削
除
の
停
止
方
法
は
？
』

『
ア
ー
カ
イ
ブ
は
定
期
的
に
上
書
き
・
消

去
さ
れ
る
？
』な
ど
と
質
問
す
れ
ば
、必

要
な
情
報
を
素
早
く
引
き
出
せ
る
は
ず

で
す
」（
中
島
氏
）。

　

ま
た
、デ
ー
タ
を
保
存
し
て
い
る
サ
ー

バ
ー
の
所
在
地
も
正
確
に
把
握
す
る
必

要
が
あ
る
と
い
う
。

　

続
い
て
、ロ
ー
プ
ス
＆
グ
レ
ー
外
国
法

事
務
弁
護
士
事
務
所
シ
リ
コ
ン
バ
レ
ー

オ
フ
ィ
ス
の
ジ
ム
・
バ
ッ
チ
ェ
ル
ダ
ー
弁

護
士
が
、米
国
の
ト
レ
ー
ド
シ
ー
ク
レ
ッ

ト
保
護
に
関
す
る
最
新
情
報
を
報
告
し

た
。

　
「
今
年
5
月
11
日
に
、オ
バ
マ
大
統
領

の
署
名
を
経
て
ト
レ
ー
ド
シ
ー
ク
レ
ッ

　
「
例
え
ば
、中
国
国
内
や
E
U
圏
内
に

あ
る
ク
ラ
ウ
ド
サ
ー
バ
ー
を
利
用
し
て

い
る
場
合
、国
外
に
デ
ー
タ
を
持
ち
出
す

と
現
地
の
法
律
に
違
反
す
る
可
能
性
も

あ
り
ま
す
。現
地
で
デ
ー
タ
を
精
査
し
て

か
ら
国
外
に
当
該
デ
ー
タ
を
移
動
す
る

た
め
に
も
、世
界
各
地
に
拠
点
が
あ
る
e

デ
ィ
ス
カ
バ
リ
プ
ロ
バ
イ
ダ
ー
を
選
ぶ

こ
と
が
重
要
で
す
」（
中
島
氏
）。

ト
保
護
法
が
成
立
し
ま
し
た
。こ
の
連
邦

法
は
知
財
分
野
に
お
い
て
本
年
度
最
大

の
成
果
だ
と
言
わ
れ
、今
ま
で
州
ご
と

に
ま
ち
ま
ち
だ
っ
た
ト
レ
ー
ド
シ
ー
ク

レ
ッ
ト
保
護
が
連
邦
レ
ベ
ル
で
統
一
的

に
な
さ
れ
る
こ
と
が
最
大
の
メ
リ
ッ
ト

と
言
え
そ
う
で
す
」（
バ
ッ
チ
ェ
ル
ダ
ー

弁
護
士
）。

　

ま
た
、さ
ら
な
る
重
要
な
ト
ピ
ッ
ク
と

し
て
、I
T
C（
国
際
貿
易
委
員
会
）の
役

割
の
拡
大
を
挙
げ
た
。

　

自
社
が
米
国
の
特
許
訴
訟
や
司
法
調

査
の
対
象
と
な
る
リ
ス
ク
を
認
識
し
て

い
る
日
本
企
業
は
増
加
傾
向
に
あ
る
が
、

e
デ
ィ
ス
カ
バ
リ
の
初
動
に
お
け
る
リ

ス
ク
の
大
き
さ
を
理
解
し
て
い
る
企
業

は
ま
だ
少
な
い
の
が
現
状
だ
。最
初
に
登

壇
し
た
エ
ピ
ッ
ク
シ
ス
テ
ム
ズ
社
の
中

島
大
輔
氏
は
、世
界
最
大
級
の
e
デ
ィ
ス

カ
バ
リ
プ
ロ
バ
イ
ダ
ー
の
観
点
か
ら
日

本
企
業
に
ア
ド
バ
イ
ス
を
送
っ
た
。

　
「
e
デ
ィ
ス
カ
バ
リ
で
は
情
報
開
示

非米国企業を取り巻く
米国の民事訴訟と
司法調査の最新動向

非米国企業を取り巻く
米国の民事訴訟と
司法調査の最新動向

トレードシークレット保護法やFTAIAの重要判例などから見る
米国法の現状と日本企業への影響 制作／レクシスネクシス・ジャパン広告出版部

information

　2016年5月、「米国弁護士から学ぶ最新動向～日本企業が知っておくべき特許訴訟と米国司法調査の動向～」と題されたセ
ミナーが、東京にて開催された（エピックシステムズ主催）。
　日本企業が行うべき米国eディスカバリへの初動対応から、近年米国において増加しているトレードシークレット訴訟の現
状、FCPA（連邦海外腐敗行為防止法）をはじめとする司法調査の最新動向、さらに日本企業に有益な反トラスト法の判例まで、
米国の弁護士らが最前線のトピックを紹介した。

ト
レ
ー
ド
シ
ー
ク
レ
ッ
ト
の
保
護
法

成
立
と
I
T
C
の
役
割
拡
大

中島 大輔 氏

エピックシステムズ合同会社
グローバルe ディスカバリソリューション　日本統括部長

萩原 弘之 氏
ニューヨーク州弁護士／米国特許弁護士

ジム・バッチェルダー 氏

ロープス＆グレー外国法事務弁護士事務所　シリコンバレーオフィス
パートナー　ポリシーコミティー・メンバー　カリフォルニア州弁護士

日本企業に特化したeディスカバリ対応の支援を8年以上行っており、反トラスト、特許侵
害案件等をはじめとする幅広い案件対応の経験を持つ。日本企業特有の問題点や悩みを
熟知し、リスクとコストを下げるeディスカバリ初期段階の対応に注力している。
お問い合せ：info-japan@epiqsystems.com

シリコンバレー、サンフランシスコ両オフィスのマネジング・パートナーを務め、現在は
Ropes & Grayのポリシー・コミティー（経営委員会）メンバー。
知財訴訟の法廷弁護士として、The World’s Leading Patent Practitioners及びカリフォル
ニア州 Top Intellectual Property Lawyersなどに選出。各地地裁、ITC及びPTABでの大規
模知財訴訟において、25年以上に及ぶ豊富な経験を有する。

国際知財訴訟、紛争およびライセンス案件を専門とし、20年以上の豊富な実績と経験を有
する。ニューヨークにて長年の訴訟実務経験を積み、現在はファーマ企業のＡＮＤＡ訴訟
代理、テクノロジー企業のライセンス交渉及び侵害訴訟代理を中心に、世界的有名企業を
代理する。Chambers Global をはじめとする多くの有力弁護士ランキングで、国際知財訴
訟分野でトップにランキング。
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リ
ス
弁
護
士
）。

　

最
後
に
、日
本
の
製
造
業
に
も
大
き
く

関
係
す
る
家
電
案
件
の
ク
ラ
ス
承
認
に

つ
い
て
解
説
し
、多
く
の
最
新
情
報
が
盛

り
込
ま
れ
た
全
セ
ッ
シ
ョ
ン
が
終
了
し

た
。

　
「
2
0
1
1
年
に
中
国
で
中
国
企
業

に
よ
る
米
国
企
業
の
営
業
秘
密
不
正
流

用
が
発
生
し
た
事
案
で
、I
T
C
は
行
為

停
止
命
令
と
不
正
流
用
の
影
響
を
受
け

て
い
る
製
品
の
米
国
へ
の
輸
入
全
面
禁

止
を
行
い
ま
し
た
。米
国
外
に
ま
で
管
轄

を
広
げ
た
の
は
、こ
れ
が
初
め
て
で
す
」

（
バ
ッ
チ
ェ
ル
ダ
ー
弁
護
士
）。

　

そ
し
て
、ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
州
弁
護
士
・

米
国
特
許
弁
護
士
で
あ
る
萩
原
弘
之
氏

は
、特
許
の
収
益
化
全
体
の
解
説
と
共

に
、特
許
権
を
使
用
し
た
薬
品
の
収
益
保

護
に
関
す
る
新
た
な
ト
レ
ン
ド
を
紹
介
。

　
「
例
え
ば
今
年
、対
人
管
轄
権
に
つ
い

て『
特
許
権
者
は
特
別
管
轄
権
を
根
拠

に
、ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
薬
品
企
業
に
よ
る
Ａ

Ｎ
Ｄ
Ａ
の
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
自
体
が
、将
来

対
象
薬
品
を
各
州
で
販
売
す
る
意
思
の

表
れ
で
あ
る
と
み
な
し
、各
州
ど
の
法
廷

地
で
も
Ａ
Ｎ
Ｄ
Ａ
フ
ァ
イ
ラ
ー
の
ジ
ェ

ネ
リ
ッ
ク
企
業
を
を
ハ
ッ
チ
ワ
ッ
ク
ス

マ
ン
法
で
、提
訴
で
き
る
』と
し
た
デ
ラ

ウ
エ
ア
地
裁
判
決
が
、連
邦
巡
回
控
訴
裁

判
所
に
支
持
さ
れ
、新
薬
特
許
権
者
の
立

場
を
守
る
判
決
例
が
維
持
さ
れ
ま
し
た
。

し
か
し
、特
許
権
を
め
ぐ
る
裁
判
所
及

び
議
会
で
の
戦
い
は
ま
だ
続
い
て
お
り
、

不
確
定
要
素
も
あ
る
た
め
、特
許
権
を
持

つ
日
本
企
業
は
今
後
の
判
例
の
動
き
に

も
注
意
が
必
要
で
し
ょ
う
」（
萩
原
弁
護

ラ
イ
ア
ン
ス
担
当
官
に
任
命
し
、企
業
の

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
評

価
に
も
注
力
し
始
め
ま
し
た
。同
担
当
官

は
す
べ
て
の
企
業
調
査
案
件
の
事
件
解

決
に
関
与
し
て
違
反
行
為
発
生
時
点
で

企
業
が
実
施
し
て
い
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
、及

び
違
反
行
為
発
覚
後
の
是
正
措
置
も
重

点
的
に
評
価
し
ま
す
。
企
業
側
と
し
て

は
、コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
の
整
備
は

も
ち
ろ
ん
、関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

や
書
類
検
証
と
い
っ
た
D
O
J
の
要
求

士
）。

　

昨
年
来
、D
O
J（
米
国
司
法
省
）か
ら

F
C
P
A
の
取
締
り
強
化
に
関
す
る
重

要
な
発
表
が
相
次
い
だ
。そ
の
最
新
動
向

を
ロ
ー
プ
ス
＆
グ
レ
ー
外
国
法
事
務
弁

護
士
事
務
所
東
京
オ
フ
ィ
ス
の
藤
か
え

で
弁
護
士
が
解
説
す
る
。

　
「
特
に
注
目
す
べ
き
な
の
が
、昨
年

9
月
に
イ
エ
ー
ツ
米
国
副
司
法
長
官
が

発
行
し
た『
イ
エ
ー
ツ
・
メ
モ
』で
す
。こ

れ
は
、D
O
J
内
の
全
検
事
に
向
け
て

『
D
O
J
が
取
り
扱
う
す
べ
て
の
調
査
に

お
い
て
、よ
り
積
極
的
に
個
人
の
訴
追

を
行
う
』こ
と
を
指
示
す
る
も
の
で
し

た
。ま
た
、今
年
4
月
、D
O
J
の
詐
欺
部

は『
F
C
P
A
執
行
計
画
及
び
ガ
イ
ダ

ン
ス
』を
省
内
向
け
に
発
表
。こ
の
中
に

は
、D
O
J
内
の
F
C
P
A
ユ
ニ
ッ
ト
の

50
％
増
員
や
、F
B
I
で
の
F
C
P
A
調

査
専
従
班
3
班
の
新
設
、海
外
当
局
と
の

協
力
体
制
の
強
化
な
ど
が
書
か
れ
て
い

ま
す
」（
藤
弁
護
士
）。

　

さ
ら
に
、コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関
す

る
D
O
J
の
新
機
軸
に
つ
い
て
も
触
れ

た
。

　
「
昨
年
11
月
、元
連
邦
検
事
を
コ
ン
プ

に
も
対
応
す
る
必
要
が
生
じ
ま
す
」（
藤

弁
護
士
）。

　

こ
の
よ
う
な
強
化
施
策
の
一
方
で
、

D
O
J
は
F
C
P
A
取
締
り
試
験
プ
ロ

グ
ラ
ム
を
通
じ
て
D
O
J
に
自
主
的
に

申
告
し
、調
査
に
協
力
し
た
企
業
に
対
す

る
最
大
50
％
の
罰
金
減
額
な
ど
の
優
遇

処
置
も
明
確
化
し
て
い
る
。

日
本
企
業
に
有
益
な

F
T
A
I
A
に
関
す
る
判
決
の
影
響

ク
ラ
ス
ア
ク
シ
ョ
ン
に
お
け
る

ク
ラ
ス
承
認
に
も
新
た
な
展
開
が

藤 かえで 氏

ロープス＆グレー外国法事務弁護士事務所　東京オフィス　パートナー
ニューヨーク州弁護士

ジェーン・ウィリス 氏

ロープス＆グレー外国法事務弁護士事務所　ボストンオフィス　パートナー
ニューヨーク州／コロンビア特別区／マサチューセッツ州弁護士

終
製
品
化
し
て
、モ
ト
ロ
ー
ラ
社
が
米
国

内
で
販
売
し
た
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、カ

ル
テ
ル
行
為
の
直
接
的
効
果
の
存
在
が

認
め
ら
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。『
価
格
操
作

の
影
響
が
、多
く
の
フ
ィ
ル
タ
ー
で
ろ
過

さ
れ
た
』と
す
る
こ
の
判
決
は
、米
国
外

に
子
会
社
を
有
す
る
日
本
企
業
に
と
っ

て
大
き
な
意
味
を
持
ち
ま
す
」（
ウ
ィ
リ

ス
弁
護
士
）。

　

ま
た
、同
判
決
を
通
じ
て
、ウ
ィ
リ
ス

弁
護
士
は「
価
格
交
渉
が
行
わ
れ
た
場
所

非米国企業を取り巻く
米国の民事訴訟と
司法調査の最新動向

information

　

同
事
務
所
ボ
ス
ト
ン
オ
フ
ィ
ス
の

ジ
ェ
ー
ン
・
ウ
ィ
リ
ス
弁
護
士
は
、非
米

国
企
業
に
対
す
る
米
国
反
ト
ラ
ス
ト
法

の
適
用
範
囲
を
制
限
す
る
F
T
A
I
A

（
外
国
取
引
反
ト
ラ
ス
ト
改
善
法
）に
関

す
る
新
展
開
と
し
て
、2
0
1
4
年
の

モ
ト
ロ
ー
ラ
事
件
の
影
響
を
取
り
上
げ

た
。

　
「
複
数
の
争
点
が
あ
る
中
で
、米
国

外
で
価
格
交
渉
さ
れ
た
部
品
を
米
モ
ト

ロ
ー
ラ
社
の
海
外
子
会
社
が
購
入
・
最

F
C
P
A
の
取
締
り
が
強
化
さ
れ

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
関
連
の
新
施
策
も

が
米
国
内
・
国
外
を
問
わ
ず
、非
米
国
企

業
の
海
外
で
の
部
品
購
入
に
関
し
て
、反

ト
ラ
ス
ト
法
を
適
用
す
る
十
分
な
根
拠

と
は
な
ら
な
い
」と
い
う
見
解
を
示
し

た
。加
え
て
、こ
の
判
決
理
由
に
依
拠
す

れ
ば
、反
ト
ラ
ス
ト
・
ク
ラ
ス
ア
ク
シ
ョ

ン
に
お
け
る
損
害
額
が
制
限
さ
れ
る
可

能
性
も
あ
る
と
し
た
。

　

さ
ら
に
、ク
ラ
ス
ア
ク
シ
ョ
ン
に
関
し

て
、今
年
3
月
に
米
国
最
高
裁
が
出
し
た

ク
ラ
ス
承
認
テ
ス
ト
に
お
け
る
判
決
を

紹
介
し
た
。

　
「
業
務
に
必
要
な
防
護
服
の
着
脱
に

要
す
る
時
間
の
給
与
不
払
い
で
従
業
員

が
企
業
を
提
訴
し
た
ケ
ー
ス
で
、原
告
側

は
サ
ン
プ
ル
と
し
て
従
業
員
52
名
の
平

均
着
脱
所
要
時
間
を
計
測
し
、そ
の
結
果

を
典
型
証
拠
と
し
て
損
害
額
の
立
証
を

試
み
ま
し
た
。こ
れ
に
対
し
、最
高
裁
は

『
全
従
業
員
は
同
様
の
状
況
下
に
あ
り
、

当
該
サ
ン
プ
ル
は
妥
当
』と
し
て
、ク
ラ

ス
承
認
を
認
め
て
い
ま
す
。最
高
裁
が
ク

ラ
ス
ア
ク
シ
ョ
ン
で
平
均
値
の
使
用
を

認
め
た
こ
の
判
決
に
よ
っ
て
、今
後
の
反

ト
ラ
ス
ト
・
ク
ラ
ス
ア
ク
シ
ョ
ン
に
も
影

響
が
生
じ
る
と
予
測
さ
れ
ま
す
」（
ウ
ィ

ホワイトカラー事件における刑事弁護、企業の内部調査及びコンプライアンスを専門と
し、米司法省及びその他の規制当局による反トラスト刑事調査における国際企業及びそ
の幹部の代理における豊富な経験を有する。更に、腐敗行為問題についてアドバイスを提
供し、クライアント企業の従業員に対する企業コンプライアンス研修プログラムも行っ
ている。

集団訴訟をはじめ、複雑なビジネス訴訟を専門とする。反トラスト法、医療法及びM&A 取
引関連紛争に精通しており、反トラスト及び知的財産に関してもアドバイスを提供する。
代表的なクライアントには株式公開会社、不動産投資信託、病院及び医療制度関連機関、
並びにプライベートエクイティ・ファンドが挙げられる。また、医療、家庭用電化製品、コ
ンシューマ製品、スポーツ、運輸及び不動産等の幅広い業界における豊富な経験を有する。


